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はじめに

船舶は，主として水上に浮揚し人または荷

物等を積載し移動することの出来るものであ

る。また, 船舶が水上にある場合にあっては，

その航行のための燃料，生活物資，生活機能

等は完結しており，他から補給がなくても航

行できるようになっている。従って, 船舶は，

これらの機能をその内部に収容するため，複

雑な構造となっている。

船舶の安全性については，船舶安全法，船

舶法等により，担保されている。しかし，船

舶が船きょまたは埠頭に係留された場合に

あっては，消防対象物または防火対象物とし

て，消防法の適用の範囲内にはいることとな

る。従って，当該船舶の火災時には消火義務

が生じるとともに，火災を予防するための指

導等が必要となってくる。

しかし，船舶については，陸上に設置され

る建築物等と異なり，建造当時から消防機関

の運行形態も多様である。

このようなことから，過去における船舶火

災の事例にもあるように，消防活動は困難な

ものとなっている。また，この数年，多数の

死傷者を伴う大規模な船舶火災も発生してい

る。

このような状況を踏まえ，船きょまたは埠

頭に係留された船舶の火災時における消防活

動を安全かつ円滑に実施するために，船舶火

災時における消防活動上の留意事項，有効な

資機材，外国船に係る留意事項等について惟

理検討を行い，「船舶火災対策活動マニュア

ル」を作成するために，平成２年度及び３年

度に卸消防科学総合センターに，「船舶火災

対策調査研究委員会」（委員長　 横浜国立大

学教授　上原　陽一）を設置した。ここでは，

当委員会において取りまとめられた結果等の

概要について紹介する。

が関与する機会が少ないだけでなく，航行を　　１　船舶火災の状況

主とすることから船きょまたは埠頭に係留さ　 （1） 消防機関が出動した船舶事故

れる期間も短く，船舶そのものの実態の把握　　　　 主要港湾（１船の総トン数が１千トン以

が困難な状況にある。さらに，船舶は，用途，　　 上のタンカーが入港した実績を有する港湾

航行区域, 秘載貨物の種類, 推進方法, 主機，　　 で平成 ２年の数は117 である。）を管轄す

船体の材質などにより分類されるが，その構　　　 る消防機関が，昭和61 年から平成 ２年ま

造機能は多種多様である。また，外国船籍を　　　 での５年間に出動した船舶事故は，次表の

有するもの，乗組員が外国人のみのもの等そ　　　通りである。
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表１　船 舶　事 故　件 数

区　　分　　／　　年　　別 61 62 63 一兀 ２ 合　計

事　　　　故　　　　件　　　　数 83 43 38 60 65 289

事故種別

火　　　　　　　　　災 70 26 28 42 46 212

爆　　　　　　　　　発 １ ０ ０ ０ １ ２

流　　　　　　　　　出 ５ ６ ６ ５ ９ 31

そ　　　　の　　　　他 ７ 11 ４ 13 ９ 44

発　　 生
場 所 別

海　　　　　　　　　上 11 ５ 11 10 13 50

係留中

荷　　役　　中 ７ ９ ２ 11 ８ 37

そ　　の　　他 41 19 16 29 ８ 113

修　 理　 解　 体　 中 24 10 ９ 10 36 89

船舶総

トン数

別

1,000ton未満 71 34 30 46 50 231

1,000ton以上１万ton 未満 ３ ４ ５ ６ ６ 24

１万ton 以上10 万ton 未満 ７ ４ １ ７ ７ 26

10 万ton 以上 ２ １ ２ １ ２ ８

事故種別で は，火災が ７割程 度を 占め，

また， 発生場所別 としては係留中 が５割程

度，修理解体中が ３割程度を 占めている。

ま た，船 舶総 ト ン数別では，1,000 tｏｎ 未

満の船舶の火災が ８割程度を 占めている。

（2） 主な船舶火災 の事例

船舶火災におい て，死者 ３人以上 または

負傷 者10 人 以 上が 発生 し た事 例は，次 の

通りであ る。

①　S.56.1.6　川崎市

燃料工場岸壁 に係留中 の タンカ ーが爆

発炎上。死者 ３人，負傷 者１人。

②　S.56.5.9　根室市

花咲港に係留中 の流網 漁船 内調 理室 か

ら出火。乗組員 ７人死亡， １人負 傷。
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③　S.56.5.27　高知市

高知港に係留中の海洋開発調査船の船

室から出火。乗組員 ４人死亡，２人負傷。

④　S.57.3.18　佐世保市

岸壁に係留中の鉱石・油兼用運搬船の

機関室から出火。 死者10 人， 負傷者２

人。

⑤　S.57.9.11　呉市

船舶の船倉から出火。　６人死亡， ８人

負傷。

⑥　S.57.12.9　下関市

冷蔵貨物船の船倉から出火。 ３人死

亡，１人負傷。

⑦　S.61.2.11　東海市

自動車専用迎搬船のボイラー煙道部分



から出火。 12人負傷。

⑧　S.62.6.13　北九州市

岸壁に係留中のトロール漁船の船倉か

ら出火。死者３人，負傷者１人。

⑨　S.63.5.18　人阪市

岸壁に係留中のソ連客船の客室から出

火。死者11 人，負傷者35 人。

⑩　Ｈ.1.2.16　横浜市

人渠中のインド貨物船の機関室から出

火。死者10 人，負傷者13 人。

２　船舶の種類

船舶は，その用途，外観，材質及び推進機

関の別によって，次のように分類されてい

る。

（1）　用途別分類

船舶を，その主たる使用目的によって分

類すると，次の通りである。

ア　商船（主として旅客 または貨物を運

ぶ。）

（ア）　客　船

①　純客船

②　クルーズ客船

③　自動車航送船（カーフェリー）

④　渡船（河川渡船，港内渡船，海峡

連絡船，鉄道連絡船）

⑤　高速客船（水中翼船，エアクッ

ション船，高速艇）

（イ） 貨客船

（ウ） 貨物船

①　普通貨物船

②　ロールオン・ロールオフ貨物船

③　液体ばら積貨物船（油タンカー，

化学薬品 タンカ ー，パ ーセルタン

カー，液化ガスタンカー，糖蜜運搬
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船 ）

④　閥体ばら積貨物船（鉱石運搬船，

石炭運搬船，穀物 運搬 船， セメント

運搬船）

⑤　冷蔵連搬船（冷蔵運搬船，冷凍運

搬船， 果実運 搬船）

⑥　木材運搬船（木材運搬船，パルプ

運搬船， チップ連搬船）

⑦　兼用船（鉱油兼用船）

⑧　その他（自動車運搬船，コンテナ

船， 家 畜 運 搬 船，重 量 物 運 搬 船，

バージ運搬船）

イ　 特殊船（旅客・貨物 の運送以 外の特殊

な目的 に用い られるもの。）

（ア）　漁　船

①　漁猟船（トロール漁船，釣漁船，

巾着網漁船，延縄 漁船， 捕鯨船， 流

網漁船）

②　工船（かに工船，さけ・ます工船，

にしん工船， 鯨工 船, ）

③　運搬漁船（冷蔵運搬船，冷凍運搬

船，活魚運搬船）

④　その他（漁業指導船,漁業取締船，

漁業練習船， 漁業 調査船）

（イ） 作業船（曳船, 押 船, 砕 氷船，クレー

ン船， ケーブル船， 消防船， 救難船）

（ウ） 調査船 （海洋 観測船， 海洋研究船，

海洋調査船）

（エ）　取締船（巡視船艇，警備船，税関監

視船，公害監視船）

（オ）　その他（航海練習船｡水路業務川船，

燈台業務用船，水先 船， 検疫船， プ ラ

ント船， モーターボ ート）

ウ　 軍　 艦

国を守り， 戦闘を する船 及びそれを補

消防科学と情報
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助する船の総称である。

（2） 外観上の分類

船舶の構造のうち，外観形状によって分

類すると次の通りである。

ア　平甲板船

甲板上に船楼を持たないもの。人聖夕

ンカーに多い。

イ　船楼のある船

上甲板上に船楼を有するもの。

ウ　三島船

船乍楼，船橋楼，船尾楼を共に有する

もの。

エ　低船尾楼船

船尾の甲板を上げて低い船尾楼とし，

後部の船倉の容量を増加したもの。

オ　ウェル甲板船

船葭楼と長い船尾楼を有し，上叩板上　　
（4）

にウェルが形成されるもの。

カ　全通船楼船

上甲板上に，船楼が船酋から船尾まで

全通しているもの。 カーフェリーや自動

車専用船に多い。

キ　日よけ甲板船

船楼を有する船で，船楼と船楼の間を

甲板（日よけ甲板）で連続しているもの。

客船に多い。

（3） 船体の材質による分類

船舶の構造の内，船体の材質によって分

類すると次の通りである。

ア　木　船

強度等の問題点から長さ30 m ， 300

GT を超えるものは少ない。

ウ　鋼　船

現在の人型船の人部分が鋼を採用して

おり，加わる応力の相違により高張力

鋼，軟鋼が使い分けられる。

エ　軽合金船

比重が鋼より小さいアルミニウム合金

で作られており，高速の必要な小型船で

用いられる。

オ　コンクリート船

プレスドレスコンクリートによって作

られており，最近では海上作業用の浮体

構造物が中心となる。

カ　ＦＲＰ船

成形によってしほ産されるのが大部分で

あり，小型のヨット，モーターボート，

漁船に多用される。

推進機関による分類

船舶の推進機関の種類によって，分類す

ると次の通りである。

船用機
･プ ロ 機関）

タービ ンー

関

イーゼル機
－ディーゼル

ガス・ タービ ン

イ　鉄　船

19世紀に用いられたが，現在は鋼船

に代わっている。
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３　船舶の特徴

航行中の船舶は，次の寄港地に入港するま

で，主として他からの補給，援助等を受けず



に活動することから，必要な人員，物資等を

その内部に確保している。

また，船舶は，水上に浮かぶためにその構

造も閉鎖性が強く，かつ，空間構成も密であ

り，その構造も，複雑なものとなっている。

このような船舶において，火災が発生した

場合には，陸上の建築物等と異なった様相と

なる。ここでは，船舶及び船舶火災の特徴を

紹介する。

（1） 船舶の特徴

ア　船舶は，構造が立体的で多層，かつ，

狭あいあるいは閉鎖的で通路が複雑であ

る。また，船舶そのものの規模・用途・

乗船者数，積載貨物の種類・数量等も多

種多様であり，予め把握しておくことが

難しい。

イ　船舶については，建築物等と異なり，

消防機関が予め火災予防の観点から関与

する機会が少ない。

ウ　船舶は，通常人や物を運ぶために航行

しており，港内に停泊している期間が短

い。

エ　船舶は，船きょまたは埠頭等に係留さ

れている期間のみ，防火対象物または消

防対象物となる。

（2） 船舶火災の特徴

ア　火災通報は，119 番通報のみでなく，

様々な機関，場所または手段によって，

通報される。従って,火災情報も正確に

伝達されない場合がある。

ウ　災害の様相によっては，危険物流出等

に対する措置等，消防活動に多面的な対

応を求められる。

エ　消防活動の拠点が主として岸壁または

船上の甲板等ということで，消防隊の活

動範囲が極めて制約され，消火活動，人

命救助活動等が非常に困難である。

オ　出火当時の気象条件及び積載貨物等の

条件によっては，被災船若しくは消防艇

等の沈没など二次的災害発生の危険性が

非常に高い。

カ　海上の火災では，消防，海上保安庁及

び警察など，複数の行政機関等が出動す

ることとなるが，現場ではこれら相互の

連携若しくは分担した活動が実施できる

よう早期に指揮統制の確立が必要であ

る。

４　消防活動上の一般的留意事項

船舶火災時における消防活動は，消防機関

の関与の度合が少ない，多種多様である，移

動性であり把握しづらい等陸上の建築物等と

著しく様相を異にするものである。従って，

船舶火災時には，細心の注意を払う必要があ

る。ここでは，船舶火災における消防活動に

おいて，留意しなければならない事項につい

て紹介する。

（1） 国内船・外国船に関わらず，また，火災

の規模に関係なく活動開始前に船長（不在

の時は当直士官等）に連絡し，本船乗組員

イ　船舶の火災は，入渠または上架中の場　　　 の協力を求める。

合を除けば，岸壁及び桟橋に接岸中の場　 （2） 本船乗組員等から船体構造等に関する図

合と，航行中若しくは岸壁等から離れけ　　　面（ファイアコントロールプラン（火災制

い船浮標（ブイ）及びけい船くい等に停　　　御図），漁船の場合にあっては一般配置図）

泊中の海上の場合がある。　　　　　　　　　 を早期に入手し，機関部，燃料タンク，船
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倉部分の位置及び区画並びに船内通路等を　　(12)　接岸中の船舶火災では，港湾施設又は他

的確に把握し，消防活動の方針決定に資す　　　船への延焼危険及び爆発・沈没・転覆の危

る。

（3） 火災の態様によっては，被災船備え付け

の船舶消防設備（射水（放水）消火装置，固

定式不燃性ガス消火装置，固定式泡消火装

亂 固定式蒸気消火装置，囚定式加圧水噴

霧装置，自動 スプリンクラー等）を積極的

に活用する。

険性がある場合は関係者間で協議を行い，

被災船の沖出しまたは浅瀬への移動等の措

置を講じる。

(13)　特に乗組員が外国人ばかりで，日本語が

理解できない場合は，代理店等に早期連絡

し，通訳等の現場派遣を要請する。

（4）指揮本部長は，各隊の行動を統制し，一　　５　船舶火災対策活動マニュアル

定の行動方針のもとに組織的，有機的な行　　　船舶火災時における消防活動を迅速，か

動を行 う。

（5） 船倉，機関室 等の深層部分への進入に際

して は，妓下 部か らを 原則とし， 事前の準

備と突発事故 （爆 発等） 発生 時の退 路等の

対応策を十分 に講じておく。

（6） 一般に岸壁付近 には， 消火栓が多 く配置

されてい るの で，係留船舶 や岸 壁倉庫の火

災の場合 には，水利 は可 能な限り消火栓を

活用す る。

（7） 積荷，収容物，機器類 は， 海水注 水にと

もな う損害が大 きいため，海 水を使 用する

場合 には， その可否を十分 に検 討すること

が必要であ る。

（8） 燃焼実態を十分 に把握 した上 で消火活動

を行い，転覆，沈没等 に結 び付 く過剰注水

は厳に慎む。

（9） 船倉，機関室等 の消火 には，状況等 によ

り，高膨張泡，二酸化炭素若 しくはドライ

アイスによ る密閉消火を考慮 する。

（10　消防艇を被災船に達着させる場合及び消

火活動は原則と して風上側 から行 う。

（11）被災船の状況により，関係者と協議の

上， 積荷の投棄，船体破損 （切断，破壊）

等の措置を講 じる。
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つ，円滑に行うために留意しなければならな

い事項を，事前対策マニュアル及び消防活動

マニュアルに分けて，「船舶火災対策活動マ

ニュアル」として整理した。

（1） 事前対策マニュアル

事前対策マニュアルとしては，消防機関

が火災予防の観点から日常の活動の中にお

いて，予め船舶火災対策の一環として行っ

ておくべき事項を取りまとめたものであ

る。事前に講じておくべき対策の概要は，

次の通りである。

ア　係留，入渠，投錨地の把握

管轄する港頭地域のどの場所にどの様

な船舶の係留施設があるかを調査すると

ともに，当該場所で船舶火災が発生した

ときの接近，進入の方法，消防車両の通

行可能経路を事前に的確に把握しておく

ことが必要である。

イ　入港，入渠する可能性のある船舶の種

類，規模，積荷等の把握

管轄する港頭地域内にある船舶の係留

施設にどの様な船舶が係留するかを調査

するとともに，当該船舶の特性等を把握

し船舶火災が発生したときにおける有効



な警防計画を立案しておくことが必要で

ある。

ウ　入港，人渠する船舶の名称等がわかる

場所の把握

港に出人りする船舶の動静を含め詳細

な情報の竹理をどこが行っているか，港

の形態に応じて，把握しておくことが必

要である。

エ　通報・連絡体制の整備

通報は，被災船または関係者・関係機

関から行われる。通報内容を的確に整理

し消防活動に的確な情報を得ることが必

要である。また，船舶火災時応援協定，

業務協定等を締結している関係機関が相

互に連絡することが必要であり，平常時

から関係機関相互の連絡体制を確立して

おくことが必要である。

オ　情報収集体制の惟備

船舶火災の消防活動は，被災船の状況

等，いわゆる災害状況からその活動方針

が決定することから，的確で正確な情報

を得るための情報収集体制を事前に事前

に確立しておくことが必要である。

また，船舶火災時における基本情報収集内

容についても，予め決めておくことが必要で

ある。なお，主な事項は次の通りである。

①　発災日時

災害の発生した日時または推定日時

②　被災船の状況

ａ　場所：航行位置，係留，上架，人渠

等の場所

ｂ　船名・船籍

ｃ　船種：船舶の用途，構造，総トン

数，特徴等

ｄ　出火場所：船倉，甲板，機関室等
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ｅ　燃焼物

ｆ　現場の気象・海象：風向，風速，犬

候，波浪，うねり

③　要救助者の状況

ａ　乗客，乗組口等の人数

ｂ　要救助者及び負傷者の有無とその

状況

④　その他

ａ　積載物の種別， 形態， 危険物の有

無

ｂ　二次災害の危険性の有無

ｃ　火災の対応（単独または衝突等の

別）

ｄ　船主，荷主会社，代理店等

カ　情報収集様式の整備

火災現場における情報収集は，迅速，

的確に行うことが必要であり，事前に情

報収集の基本的な項目を，「被災船調介

表」として作成しておくことが面要であ

る。なお，この場合において，主な言語

について作成しておくと，外国船の場合

には重宝である。当委員会の報告書で

は，日本語，英語，巾国語，スペイン語，

ドイツ語， フランス語，ロシア語の例を

掲載している。

キ　警防計画の作成

船舶火災時における消防活動の基本に

ついて，計画を作成しておくことがiR要

である。この場合において作成しておく

ぺき事項は，次の通りである。①　消防

部隊運用計測，②　無線運用計画，③

指揮体制及び任務分担計画，④　動員計

画，⑤　消防部隊（指揮隊，情報隊，救

助隊，救急隊，消火隊，消防艇隊，補給

隊）行動計画，⑥　受援計画

消防科学と情報
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なお，警防計 画は， 訓練， 火災体験あ

るい は社会環境 の変化 等を踏 まえ，定 期

的に見直しを行 うこ とが必要であ る。

ク　 消防訓練の実施

船舶火災を想定 した消防訓練を 行うこ

とが必要である。

消防訓練の実施に当 たって は，消防川

資機材等に関す る知識， 船舶の構造・設

備に関する知識， 船舶の種類 によ る消防

活動上の留 意事項， 火災発生の状況・消

火方法について， 事前に教育することが

必 要で ある。

訓練 の実 施に際しては， 陸上部訓練，

水上部訓練または船舶上訓練にわけて，

効率よ く行うことが必要である。

ケ　 応援 体制 の整備

船舶 火災時 には， 海上災害に関係する

機関の連携協力が垂要である。このため

には， 不断 から相互に連携体制を整備し

てお くことが必 要で ある。

関係機関 としては， 海上 保安官 署， 警

察機関，税関， 港湾管理者， 漁業協同組

合，水 先人会， タグボ ート会社・細合，

運送会社・組 合等がある。

(2) 消 防 活動 マニュアル

船舶火災 に遭遇 した場 合における消防 活

動 に係 る留意 事項， 消防活動要領等につ い

て整理を行 った。

次 にその概要を紹 介する。

ア　 消防活動上 の基本的 な考え 方

消防活動 は，船舶 の構 造， 用途 等に着

目 し， その特性 に応 じた対 応を行うこと

が必要であ る。 また， 消防活動の実施 に

当 たって は，二次災 害の発生 防止と安 全

確保を図り なが ら行 うことが重嘆であ る
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ことから，活動上の原則，指揮体制，消

防活動方針，消防活動統制，救助活動，

消火活動及び安令管理に係る以本的な考

え方を取りまとめた。

イ　指揮本部の設置・運営方法

指揮本部を設置する場合におけるその

任務，運営上の原則，設置位置，構成，

関係者の確保と活用，応援要詰，合同指

揮所の設置に係る留意事項を取りまとめ

た。

ウ　救護所の設置・運営要領

救護所の設置・運営に関する要領にっ

いて惟理した。

エ　情報収集要領

消防活動を有効に行う上で必要とされ

る情報を確保する上での留愚事項を整理

した。

オ　消防活動要領

船舶火災時における消防活動は，当該

船舶の構造，用途等により人きく影響を

受ける。このため，船舶火災に対する消

防活動要領について，代表的な船種（貨

物船， タンカー，コンテナ船，カーフェ

リー，旅客船及び漁船）別に，当該船舶

の特徴を明記するとともに惟理した。ま

た，ここでは船舶の機関室火災について

は，各船舶に共通することから別にまと

められている。

ここでは船穐別に主な特徴を紹介す

る。

�　 貨物船は，その積荷によって燃焼形

態が人きく異なることから，船舶に設

縄されている囚定消火設備の活用をす

る。消火活動に当たっては，消火用水

の横荷，船舶のバランス等に与える影



嚮に十分留意することが必要である。

②　タンカーは，主として可燃性の物資

を大量に積載していることから，二次

災害の防止については十分配慮するこ

とが必要である。また，活動にあたっ

ては，可燃性ガスの有無について十分

に確認することが必要である。さら

に，火災規模が大きい場合にあっては

関係者と協議を行い，海上への曳航等

を行うなど，安全管理，二次災害の防

止等に万全を期すことが重要である。

③　コンテナ船は，コンテナに収容され

た貨物が積載されている。このコンテ

ナには，火薬類，可燃性ガス，毒物等

多種多様な危険物が含まれていること

があるので，ＩＭＯ（国際海事機関）の

危険物ラベルで確認することが重要で

ある。また，コンテナ自体の火災の場

合には他への延焼危険が比較的少ない

が，中の貨物には十分注意することが

必要である。

④　カーフェリーは，車両と旅客を同時

に運ぶ定期船であり，人命救助及び延

焼拡大防止について，多数の車両・船

客を収容していることから，二面性を

考慮した対応が必要である。また，火

災としては，車両甲板火災または客室

火災が考えられることから，出火箇所

を確認することが消防活動を行う上で

重要である。

⑤　旅客船は，一般的に多層構造をなし

ており，客室が主体となることからそ

の構造は複雑であり可燃物の量も多

い。また，その用途としては旅館・ホ

テルと同様であり，消火活動にあたっ
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ては人名救助を主体 として 行うことが

最も重 要とな る。

⑥　漁船は，水密区画等が厳重であるた

め火点 確認， 人命検索救助活動 等が困

難となる。 ま た， 冷凍冷蔵設 備に使用

している アンモニ ア， フロンガ ス等に

ついての対策を考慮す る。

⑦　機関室は，ほとんどの船舶について

おり船舶の心臓部 に該当 する。 その特

徴として は， 船体 の中 央部分に位置し

外観上煙突の真下付近 にあ る，主 機・

機関補機・燃料 タンク等 が配 置されて

おり複雑であ る， 数層階 に渡 って吹き

抜 けて い る， 他 の 部分 と 水密 隔 壁 に

よって区画さ れて いる，固定 消火設備

が必ず設置さ れて いる等， があ げられ

る。

従 って， 機関室火災時 には，固定 消

火設備の活用を図 ると共 に， その進 入

に当たって は安全管理を含 め慎 重に対

処することが必要であ る。

カ　 関係機関との連携・ 協力

船舶火災時におけ る関係機関 の連携 ・

協力 は， 消防活動を円滑 に進 める上 で重

要である。従って,①火災第一報の転送，

②初動体制の取り決め，③情報の一元化

と整理，④消防活動における作業分担の

取り決め，⑤消火薬剤の補給及び調達に

つ いては，予 め協議， 締結さ れた事項 に

従い実 施することが必要であ る。

キ　 広域 応援 と受 援体制

他 の消防機 関に対 する応援要請 は， 災

害 規模，被 害状況， 保有消防力及 び保有

防災資機材 等を 考慮 して行うことが必要

であ る。 また， 具体的 な応援要請にあ っ

消防科学と情報

｜

Ｊ



” －
丶

" ，

て は，「大規 模災 害時 にお け る広 域航空

消防応援実施要綱」等 に基づ いて行 うこ

とが必要である。

ク　船舶 の要請

船舶 は， 消防 艇とそれ以外の船舶（海

上自衛隊 の艦艇， 海上 保安 部の船艇， 都

道 府県 また は市 町 村保 有 船舶，民 間船

舶）に分け ることが 出来 るが， 消防艇 の

要請は陸上部分か らの消防活動 だけで は

有効に対応で きない と判断 される場合 に

行う。また，消防艇 に対 する応援要請は，

前項 に準じて行 うものと し， その他の船

舶 の要請手 続きについて も予め定められ

たルートに従って行 うものとする。

ケ　 災 害広報

災害 発生時 には， 多くの報道機関が集

中 するため， それによって消防活動が阻

害さ れる恐 れがある。 また， 行き過ぎた

報道活動 によ っては，二 次災害を引き起

こす ことも考 えられる。 従って， 広報に

関しては，①警戒ライン，進入ラインの

早期決定，②合同指揮所による広報活動

の一元化，③広報場所の設定を早期に行

うこ とにより，混 乱を防止 することが必

要であ る。

コ　 安全管理

船舶火災の消防活動対策 は，船舶 の特

殊な構造 により，一般建築物 とは異 なっ

た対 策を講 じるこ とが必要 となる。 この

場合の事項としては，①船舶進入時の事

前の安全確認，②船内進入時の安全確

保，③放水（注水）にあたっての安全確

認，④他の機関との連携時の安全管理，

⑤船舶構造及び設備面からの留意事項が

ある。
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なお，船舶の区域毎の構造の特徴，脱

出経路の特徴，消防設設備，注水・射水時

の注意事項等については，表２のように

取りまとめられている。

おわりに

船舶火災については，被災船の位置によっ

て消防活動の主体が異なるなど，縦割行政の

はざまに位置している一つの例であるといえ

る。しかしながら，船舶火災時には，関係機

関が一致団結して消防活動を行うことが必要

であり，そのためには火災時のみでなく，日

常時においても相互に意思の疎通を図ってお

くことが不可欠であるといえる。また，船舶

は消防機関が予め関与する機会が少ないこと

から，その対応に当たっては船舶を所管する

関係機関との連携・協力が重要である。

ここで紹介した「船舶火災対策活動マニュ

アル」は, 船舶に係るこれらの状況を踏まえ，

予防・警防計画等の観点から日常時において

調査・検討等をしておかなければならない事

項を「事前対策マニュアル」として，また，

船舶火災に遭遇した場合における消防活動上

の留意事項・要領について「消防活動マニュ

アル」として取りまとめたものである。従っ

て，管内に港湾を所管する消防機関にあって

は，当「船舶火災対策活動マニュアル」を参

考に船舶火災対策の充実を図ることが期待さ

れる。

最後に，「船舶火災対策活動マニュアル」の

策定に当たり，尽力を戴いた船舶火災対策調

査研究委員会の上原委員長をはじめとする委

員・幹事の皆様，並びに消防科学総合セン

ターにお礼申し上げます。



表２　船舶の構造・配置等の特徴

①　機　関　区　域 ②　居　化　区　域　等 ③　貨　物　区　域

構造の特徴 1.機関区域は数回の叩板で構

成 さ れて いる が、完 全 には区

域 が甲板 により 水平に 仕切ら

れてはおらず、上部構造（船

楼及び甲板室）の最上層まで

エ ンジンケ ーシングが吹 き抜

けている。

2.この人きな空間に主機関、

発電 機、 配電盤 、 ポンプ 類、

燃料 タン ク等が 枚雑に 配置さ

れており 、可燃 物及 び発火源

が多 く火災の 危険の 極めて鳥

い区域である。

1.居住区域（旅客乗糾員の川

室 及び 食 堂等 の 公共 室）、業
務区域（倉川 や凋理 室等 乗組

員が通常作業に従事している

増所） およ び制御場所 （操舵
室、 火災制 御場所等、 船の操

縦や非常 時に船舶を 最後 まで

制御す るため の必 要な設 備を
有する場所） は、 通常 船舶の

上部構造に配置されているこ

とが多い。
2. 区域内 部 は仕切壁に より多

く の部屋に 分割さ れ、通 路に

よ り 水 平 方向 に結 ば れ て い

る。多屑 にわ たって配 置され

てい る事が 多く、甲 板 により

完 全に分離 され階段室 により
垂直方向に結ばれている。

1. 貨物( 乾 貨物 及び液 状貨物)

のた めに充 てられ ている場 所

で、内部構造は大量の貨物を

積載できるよ う単純であ る。

2.一般に荷役作業または修理

作業中 以 外に大が人 るこ とは

ほとんどない。

3. 一 般貨物 船や冷 凍貨物 運搬

船で は数 屆の甲板を 有し てい

るが、 タンカ ーや バル クキ ャ
リヤー等では、船底から上甲

板 までが １つの 大きな空問 と

な ってい る。
4. 自 動 車巡搬船 やフェ リーの

よ うな船 舶では 水平方向 に多

く の甲 仮により 仕切ら れてい

るが、垂心 方向 に は仕 切り隔

壁 は少 なく水平方 向 に人きな

空間と なっている。

脱出経路の特

徴

1. 内 部階段 は狭く急 傾斜であ

り、階段 室で闘 われ てお らず

脱出経路は単純でない。
2. 大きな船舶 や中火 部に機関

区域 を有 する船舶 で は、内 部

階段 とは別 に機関室 の底部 か

ら直接暴露甲板へ通じる閉囲

さ れた垂直 ばし ご（ エ スケー

ブト ラ ンク） が般け られ てい

る。

1. 貨物 船で は川住区域 等は大

きな区 画で はなく、脱 出経路
は複雑ではない。

但し、小や 船では通 路隣段
共 に狭く、 脱川、 消防活動 は

制約を受ける。
2. 旅客船 では、居住区 域等が

船 舶の大 きな部分を占 めてお
り、脱出 経路 は通 路と 隣段の

絹 み合わ せと なるが特 に船竹
尼部で は、船形 の関係 から 複

雑となる。

貨物介内 は 覗直 ばし ごまた は

傾斜階段 が設備 されて いるが、

閉囲 はされていない。

消火設備等 1. 外部から操 作出来 る固定式

消火装置 （炭酸ガ ス、 ハロン

ガス、 鳥膨張泡等） が設備さ
れ ている 事が多 く消火 栓、持

ち連 び式消 火器が般 置さ れて

いる。

2. その他、機関 区域内 燃料 夕
ンクの遮断弁 及び燃 料移送 ポ

ンプは外 部から閉 鎖及 び停止

す る 装 置 を 有 し て い る。 ま

た、通風装置の停止、ダン

バーの閉鎖 もこの区 域の外 部

より行える。

1. 貨物船で は消火栓と 持ち運

び式 消 火 器 が 配 置 さ れて い

る。

2. 旅客船 の一部に は、消火 栓

や持ち運 び式 消火 器に加え、

自 動 スプ リンクラ ー装 織を 行

している場介 もある。

1. 岡定式 消 火装置（通常 は炭

酸ガ ス）が 設術 されてい る こ

とが多 い。

2. 通風装 置 は外 部より 停 止及

び ダンパ ーの閉 鎖が 可能であ

る。

3. 原油 タ ンカーで は排ガ スを

利川し た イナート ガスシ ステ

ムを設 備している。

注水、射水時

の注意

1. 注水、射水 され た水は容易

に船底部に溜り、横傾斜を生

じることは考え られない。
2. この区域 への注 水、射水 は

排水 装置を 含め船舶 の殆ど の

機能 を停止 させて しまう こと

とな る。
3.入渠または上架時には船底

弁が 開放さ れてい ること が多
く 注水、射水 され た水が船内

に溜 まること はない。

上部構造に位置すること、注

水、射水され た水は多 くの内 祁

仕切りま たは内 張りによ り妨げ

られ、船 底に導 かれる ことな く

各 叩板に溜 まりやすい ことから

排 水装置が 付効に働か ず復元性

を悪 くし 傾斜、転覆の可 能性が

でてくる。

1. 注水、射 水さ れた水 は容 易

に船底 部に溜 まり横 傾斜を生

じることは考えられない。

2. 船底 部に溜 ま った水 は、 ビ

ルジ排水 装置に より船 外へ排

水する ことが出 来る ので満 載

喫水線を 超えて 船が沈 むよ う

な場合 はピル ジボ ンプを 作動

させ排 水させる必嬰がある。

その他の留意

事項

機関 区峨 では人が 作業し てい

る ことが多 く、消火 剤とし ての

炭酸 ガ スの使 用に は注意が必要

である。

内装材、家 只及び備品 に は、

可燃性材料が多 く使用 されてお

り 多量の煙及 び毒性ガ スの発生
の可能性がある。

ケ ミカル タンカ ーや 原油 タン

カーで は、 爆発及 び油流出 によ

る火災 の拡 大の危険 性がある。

（ｲ） 入災ま たは上架 されてい る場 合、 造船所のクレー ンやドックアームの使用は、 資 器材の搬入、 負

傷者 の救出を容易 にで きる。

（ロ）船体が鋼で出来ていること及び居住区域等では内部が複雑なことから船内での無線使川が困難で

ある。
（ハ）　内部非常照明は暗い。

－46 － 消防 科学と情報
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